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市が抱える行政運営上の課題とそれに対応する取組
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本市は今、大きな転換点にあ
ります。全国的に進む少子化や
公共施設の老朽化は、避けて通
れない課題です。これらの課題
に正面から向き合い、一つひと
つ着実に解決していくことが、
次の世代に持続可能な市政を引
き継ぐための責務だと認識して
います。

人口減少を緩やかに抑え、若
い世代が切実に求める子育て支
援の充実や、地域の活力となる
産業と担い手の確保、さらに公
共施設等の適切な配置を通じて、
強く魅力ある地域社会を築くこ
とを目指します。
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62.3％

有形固定資産
減価償却率

大仙市

2人

58％減

人口減少・少子化 職員減と専門人材不足公共施設の老朽化

若年層の転出と婚姻率の低下
により、出生数は年々減少し
ています。

昭和40年代から昭和50年代に
建設された多くの公共施設が、
経年劣化しています。

職員数全体の削減傾向に加え、
例えば建築技師数は、深刻な
不足に直面しています。

限られた資源でどう持続可能な行政を実現するか

2015 2024

199人 84人

2022決算

横手市 湯沢市

12人 9人

2024
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重点課題① 子育て支援

背景

狙い

子育てするなら湯沢市で

若い世代が子どもを生み育てたいと思える環境を整えること

出生数減少と若年層流出

子育て

全力サポート

このまち

若者世帯住宅取得
費用助成

妊産婦に対する
医療費助成

保育料、副食費の
完全無償化

140万円
最大
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重点課題② 公共施設の最適化

背景

狙い

安心・快適、未来へつなぐ

機能・サービスの維持向上と保有量の削減

公共施設の老朽化と人口規模の縮小

持続可能な

公共施設経営 保全計画の推進 総量削減
（目標20％減）

11％減
H28比

2025

民間活力の活用
（PPP/PFI）
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多世代が集い､学び､憩い､交流できる

「にぎわい拠点」

湯沢駅周辺複合施設等整備事業

施設名称

機 能

施設概要

延床面積

施行方法

財 源

湯沢市複合公共施設

生涯学習、図書館、歴史資料展示、子育て支援

複合公共施設 鉄骨造3階建て

立体駐車場 鉄骨造2階建て

複合公共施設 5,625㎡（連絡通路を除く）

立体駐車場 3,441㎡（連絡通路を除く）

DBO方式（設計・建設・維持管理・運営一括発注）

国庫補助金（都市構造再編集中支援事業）

過疎対策事業債



重点課題③ 人材確保と働き方改革

背景

狙い

人が輝く職場、未来を動かす市役所へ

働きやすい環境整備と質の高いサービスの実現

職員数の減少と専門職不足

新しい

行政の形 一次産業を支援
する副業制度

書かない窓口 学校給食業務委託
上下水道窓口委託
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地熱
のまち

ゆざわ

自然環境との調和を図りながら、地域固有資源である
「地熱エネルギ―」の活用に取り組んでいます。

地熱発電所

国の指定

その他

上の岱地熱発電所

山葵沢（わさびさわ）地熱発電所

かたつむり山地熱発電所（令和9年11月完成予定）

木地山地熱発電所（令和11年11月完成予定）

重要電源開発地点（かたつむり山）

重要電源促進地点（木地山）

「湯沢市ゼロカーボンシティ宣言」

地熱フロンティアプロジェクト候補地に選定

28,800kW

46,199kW

14,990kW

14,999kW

令和5年3月

令和5年6月

令和4年6月

令和7年10月



住んで､よかった。

生まれて､よかった。

次世代へ引継ぐ

持続可能な公共施設

挑戦し続ける

湯沢市

人口減少対策は、単に出生
率向上や移住者増加だけでな
く、地域を持続可能にしてい
くための取り組みです。
人口や出生率といった数字

だけに着目するのではなく、
人口減少社会を正面から受け
止め、人口減少社会に対応し
た新たなまちづくりを市民の
皆様と築き上げいくことで、
「湯沢市に住んでよかった」
「湯沢市に生まれて幸せだ」
と思えるまちを目指します。

少子化や財政状況の変化を
見据え、施設の統廃合や複合
化、長寿命化を計画的に進め、
コストを抑えながら市民サー
ビスの質の向上を図っていき
ます。
また、地域団体や民間事業

者との連携を進め、指定管理
者制度などを活用することで、
地域力・民間活力を生かした
効率的で開かれた公共施設運
営に取り組みます。

人口減少や社会保障関連経
費の増加、頻発する異常気象
など、時代の変化に迅速かつ
柔軟に対応するため、従来の
枠組にとらわれない発想で市
政運営の改革に挑戦し続けて
いきます。
「市民が安全・安心して暮

らし続けられる地域づくり」
を経営理念に掲げ、戦略的な
経営方針のもと、持続可能で
活力あるまちの実現を目指し
ます。
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市民の皆様とともに、
次の世代につながるまちを築いていく。

各自治体がそれぞれ抱える課題は異なりますが、少子化や
公共施設の老朽化、人材確保といった共通の問題に対して
連携して取り組むことが、これからの地域づくりには不可欠と考
えます。

市町村を越えたネットワーク形成が、行政運営の質の向上と
市民サービスの充実に直結すると信じておりますので、今後も
連携強化をお願いします。
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